



A Recent Policy for young people who do not participate in post-16 education in England 
Looking at Policy on the Raising of the Participation Age in learning and Study Programmes   
Ruiko Takeda 
要旨 本稿は、2000 年以降の英国における後期中等教育の改革と NEET 対策を一体的に進める教育及
び社会保障政策がどのように展開しているか概観する。公教育の拡張と福祉連携が進む背景にある不





2008 年(労働党ブラウン政権)に「教育と技能法（The Education and Skills ACT）」が制定され、義務
教育レベルで教育・訓練から離れる若者が NEET になることを防ぐため、2013 年からは 17 歳まで、
2015 年からは 18 歳まで学習継続することを本人に義務化する離学年齢引上げ策（Raising Participation 
Age RPA）が提起された。2010 年の政権交代後もこの政策は自治体の協力を得て試行事業が実施され
た。2013 年にはその成果を踏まえる形でキャメロン連立政権の下、イングランド全域で取組みが始め






する政治言説がある。同じ論理で経済不況下の 1972 年に、義務教育終了年齢が 15 歳から 16 歳に引上
げられた。当時 2/3 の生徒は義務教育を終えてすぐに就業する時代であったが、大量の若年失業者に
よる失業給付の支出を削減するため、教育予算を増額して離学年齢を遅らせる制度改革を断行したの







と。結果として 16 歳、17 歳の教育参加率は上昇したが 18 歳になると NEET の数は倍増し、「若年無










よって NEET 対策が進展した。義務教育終了年齢の 16 歳から 18 歳以下の若者は失業給付対象者から




「若者の雇用機会プログラム Youth Opportunities Programme YOP」で、16 歳から 18 歳の若者が対象
となった雇用訓練に遡ることができる。サッチャー政権では、1983 年人材開発事業委員会（Manpower 
Service Commission MSC）が実施する「若者訓練計画 Youth Training Scheme YTS」へと改定された。「16
から 17 歳の義務教育修了者を対象に、1 年間のうち 1 学期間を継続教育カレッジで学習させ、残り 2
学期間を民間企業で業務実習」（文部科学省 1988）させる内容であった。 
1998 年、新労働党政権は「New Deal for Young People NDYP」を開始した。18 歳から 24 歳の若年失
業者で求職者手当（Jobseekers Allowance JSA）を受給し 6 ヶ月経過した人は、NDYP 参加が義務づけ
られた。個別のパーソナルアドバイザーがついて 2 週間に 1 度の面談が実施され、補助金なしの就労
に向けた求職活動支援（基礎的スキルとして履歴書の書き方や面接練習等）が行われる。その後 4 ヶ
月を経過すると 4 つのオプション、①民間企業での雇用助成付就業、②12 ヶ月間 JSA 受給付フルタイ
ムの教育・訓練就学、③6 ヶ月間の JSA 受給付ボランティア団体での活動、④政府の環境事業の仕事、
のいずれかを選択し活動することが強制された（藤森 2006、比嘉 2006、卯月 2011）。オプションを拒
否するとペナルティとして JSA の受給が停止されるしくみであった。2001 年には義務教育段階の 13






策を行う無駄が指摘され、コネクションは廃止され New Deal は社会保障給付を統合して「Work 
programme」に改定された。2012 年には 16 歳から 24 歳までを対象とするより包括的な省庁共通の支
援提供スキーム「ユースコントラクト Youth Contract」が始まった。教育省は 18 歳以下を対象に義
務教育学校においてキャリアガイダンスを義務化し教育・訓練情報を提供するなど、各省庁の任務の
明確化が図られた。サービス提供方式では成果支払制（Payment by Results）の導入により大手のプラ
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Table 5a:  Participation of 16-18 year olds in education and training, England, 1994 onwards1
percentage




Full-time education 57.0% 58.9% 67.4% 68.6% 69.9% 71.0% 70.9% 71.1% 71.1% 71.9%
Apprenticeships2 11.3% 7.9% 6.2% 5.7% 5.9% 6.2% 6.7% 6.7% 6.2% 6.1%
Overlap between apprenticeships and full-time 3 0.9% 0.2% 0.2% 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0%
Employer Funded Training (EFT) 5.3% 5.0% 3.4% 3.8% 3.8% 4.3% 4.5% 4.6% 4.5% 4.1%
Other education and training (OET)4 5.4% 5.5% 4.5% 5.6% 5.8% 4.4% 4.4% 4.1% 4.2% 4.1%
Total education and training5 78.1% 77.1% 81.3% 83.7% 85.4% 85.9% 86.4% 86.4% 85.9% 86.1%
Not in education or training - in employment 13.5% 13.8% 8.7% 7.1% 6.9% 6.5% 6.9% 7.3% 7.8% 7.6%
Not in any education, employment or training (NEET) 8.4% 9.2% 10.0% 9.2% 7.7% 7.6% 6.6% 6.3% 6.3% 6.3%
Total not in any education or training 21.9% 22.9% 18.7% 16.3% 14.6% 14.1% 13.6% 13.6% 14.1% 13.9%
Sub total for information:
Total education and apprenticeships6 74.8% 72.0% 77.6% 79.3% 80.9% 81.1% 81.3% 81.2% 80.8% 81.3%
Population 1,624,500 1,936,900 2,025,100 1,965,800 1,955,300 1,951,200 1,939,400 1,904,700 1,867,300 1,828,000
イマリープロバイダーと政府が契約を結び、各地で若者への支援を提供する機関は下請け、孫請け契
約者となる方式だが、支援過程においては提供者の自由裁量を高くするものである（S.Maguire 2015）。 
2-2 NEET の実態 
義務教育修了後の教育・訓練参加率の実態はどうか。英国では「Participation in Education, Training and 



















出所：Department of Education, 16-18_participation_and_NEET_statistics_main_text, Figure 5 
 












出所：Department of Education, Participation in Education Training and Employment by 16-18 year olds 
（注：太線は 2012 年キャメロン政権以前との比較をするために筆者が付けたもの） 
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図２において、1994 年(保守党メジャー政権)と リーマンショック直後の 2009 年（ブラウン政権）
を比較する。就業者（in employment）割合が 1994 年 13.5%だったものが 2009 年には 8.7%に減少し、
NEET 割合は 1994 年 8.4%だったが 2009 年には 10%となっている。注目すべきは 2013 年(キャメロン
連立政権)に開始された「離学年齢引上げ策 RPA」の影響とみられる NEET 割合の低下である。2013
年 7.7%、2015 年 6.6%、2016 年以降は 6.3%と安定し、「2016 年度 15 歳から 19 歳の NEET の割合は
OECD 諸国平均（5.3%）より高い」(House of Common, 2018:3)ものの、義務教育修了後 16 歳で進学
しなかった若者が何らかの教育訓練に参加するようになったことは明らかだ。 
 













出所：Department of Education(2019),  NEET Statistics Annual Brief: 2018, England, p.7 
(注：太線と日本語訳は筆者の追記) 
 













出所：Department of Education(2019),  NEET Statistics Annual Brief: 2018, England, p.10 
 
図 3 と図 4 は労働統計に基づいた NEET の詳細分析である。失業者のうち就職活動をしている者
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は家族介護をしている人と短期・長期の病気療養中の人に分けられ、図 4 はそれら詳細な理由である。
結果的に障害や病弱、精神的疾患を持つ人たちが滞留し続けていることが明らかになっている。 




ーズに移行しているかは不明である。NEET の実態を詳細にみると、求職活動が困難な 6 割の者の理
由は病気、障害、精神的問題、家族介護であり、就業可能層は NEET のうちの 4 割程度である。こう
して浮上した残された若者たちへの教育機会・就業機会の保障が課題になったと推察する。 
以上から、労働政策、福祉と教育政策全般で包括的に NEET を減らそうとする方針をもち続け、政


















試行事業を実施・改善しながら準備をするという制度設計期間が 2009 年から 2012 年の 4 年間設けら









地域の成果から良い実践と問題を明らかにすることである。フェーズ 1 は 2009 年 9 月から 2010 年 3
月までの半年間、11 の自治体、地域が参加して開始された。フェーズ 2 は続く 2010 年 4 月から 2011
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年 3 月までフェーズ 1 の地域に加え４つの自治体や地域が参加して、以下 3 つのうち 1 つのテーマに
即した試行事業が行われた。①就学者数を増やす支援のための安全な情報共有と有効な助言・ガイダ
ンス方法、②いかに効果的に 16 歳、17 歳を抽出し、教育・訓練に再定着させるか、全体の実施計画
と提供のしくみを構築すること、③地域レベルでの最適な挑戦と障壁を見定め、一体となって戦略を
開発すること、である。2011 年 4 月から 2012 年 3 月のフェーズ 3 は前 2 回とは異なり、地域主導に
よる提供プロジェクト（Locally- Led Delivery Projects LLDP）が行われた。19 の自治体・地域が参加し、
自らの地域の実態に沿って優先事業を決定し、本フェーズで構築した提供方法を 2013 年から 2015 年
の間実践して成果を振り返り、最適なアプローチに仕上げていく実装フェーズである。これら試行事
業の評価は、公共セクターの政策調査研究を行う専門機関 ISOS パートナーシップが担当した。ISOS
報告書(2012)は RPA 試行事業が優先的に取組むべき事柄を 6 つに整理している。 























4) 優先事項 1)と 2)について 
 この事業に取り組んだ 25 地域のうち 21 地域で対象者の理解と分析を進めた結果、制度開始に向け
た目標が設定できた。また、半数の地域で RPA 実施計画の修正や改善を行ったと述べられている。 
5) 優先事項 3)について 
 これについては 9 の地域で 10 の事業活動を実施し、若者の学籍異動など状況の追跡方法に改善があ
ったと述べられている。 
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6)優先事項 4)について 
 9 地域で 14 事業活動を実施し、最も脆弱なグループへの支援方法やしくみの構築に取り組んだと述
べられている。 
7)優先事項 5)について 










 次に、S.Maguire, et al.(2010)らによる NEET の就学支援方策（Activity Agreements AA）に関する別の
委託調査結果を見ていく。AA は 2005 年に始まった予算措置で 3 つのモデル事業が実施された。①
NEET の期間が 13 週以内の場合、活動契約(AA)に同意して訓練プログラムを完了すると週￡30 が最












 S.Maguire（2013:66-68）論文では、RPA を強制するだけで NEET 問題が解消することはなく、「ポス
ト 16 教育・訓練が彼らにとって魅力的な介入でない限り」また「職業移行へ成功する道を拓かないの















ここでは、NEET の中の Inactive な者の学習支援について検討する。とりわけ特別の教育的ニーズ
（Special Educational Needs and/or Disabilities SEND）を持つ若者の教育機会や社会参加はどのように
保障されているのか。リーズ市のＳセンターでは 2009 年に元事務局長 M 氏が就任してから、成人教
育予算削減の対応として EU 資金による SEND 対象の学習支援プログラムを開始した。その後 2014
年に政府と直接契約を結ぶ「スタディ・プログラム」の提供機関となっている。 











 プログラム対象者は「A レベル受験生」「応用技術資格受験生」「レベル 2 資格受験準備生」「特別教





源は教育技能助成機関（Education and Skill Fund Agency ESFA）から教育提供機関に対して生徒一人当
たりの基準額×人数分が支払われるしくみである。 
学業到達度を 2 年間の期間延長で向上させようとするものだが、その実効性はいかなるものか。教
育省の 2017 年度の学習成果統計によれば、2014－2015 年にレベル 2 で義務教育を修了した生徒とレ
ベル 3 で修了した生徒の 1 年後の学習成果を比較したところ、レベル 3 生のうち 94%がレベル 4(高等
教育進学相当)の資格を修了した。一方、レベル 2 生の 17%は 6 ヶ月以内に徒弟制に移行し、23%は
FE カレッジに進学、一年以内に雇用に移行した者も 32%いた。政府の速報レポートからはレベル 2
以下の生徒たちの中にも高等教育進学レベル(レベル４)に達する生徒がいないわけではないが、基礎
学力の向上は容易なことではないことが推察できる。 
Ｓセンターは SEND を対象にスタディ・プログラムを実施している。SEND については 16-24 歳ま
で無料で学習活動を継続することができる。英国の障害認定は自治体が「教育・保健ケアプラン 
Education, health and care Plan EHCP」の手続きに従って実施し、義務教育学校では聴覚・視覚などの特
別な教育ニーズ以外は普通学校に通学する統合教育が基本である。障害認定を得ることで福祉ワーカ









リーズ市の EHCP 担当部署から不登校生の照会が相次ぎ、SEND の学習機会保障ができていないとい
う社会問題があった。 
4-2 Ｓセンターの聞き取り調査 
 筆者は 2015、2016、2019 年と 3 度の訪問調査を実施している。各時点での受講生数は 34 名、42 名、
53名と年々増加しており、2019年は待機者がいるということだった。専任講師は7名（全員有資格者）、
非常勤講師が 5 名にアシスタントが 4 名の体制で運営されている。 
 2014 年 9 月に 7 名の受講生で始まったので、2014 年は年度途中から参加者が増えていったというこ
とになる。2019 年訪問時に授業見学を行った限りでは生徒の学習レベルの格差は大きいと感じた。長
期間不登校だったある女子生徒は 16 歳で入学し 1 年間で数学の GCSE グレード 9 を取得したが、他
方で円の面積を学習する生徒もいるという状態だった。 
「2017-2018 年度スタディ・プログラムの年間報告書」から 7 人の修了者たちの謝辞の一部を引用



























頼と独自の地位を築いていると考えられる。4 年間の間に 52 名にまで生徒数が増加し、2019 年 3 月の
調査時点ですでに 12 名の待機者がいるため、3F の教室を若者向けに準備する予定であると言ってい
















う。パンフレットには「教育機会の平等実現に貢献する friendly learning を心がけ、学習者の人生をイ
ンスパイアすることを探求する」と明記され、学びが自己信頼、エンパワメント達成の一歩となるよ
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This paper considers the policy reform on post-16 education implementing the raising of the participation age(RPA) in 
England from 2013 to expand learning opportunity for young people who do not participate in any form of 
education ,employment or training. There have been many challenges to tackle NEET problem in England since 1970s. 
What was different from recent policy for NEET and previous one are clarified based on mainly two assessment 
reports of the pilot projects in which Local Authority takes key role of creating support network for NEET in their 
region and draws on evidence from pilot projects how they can prepare to good support for their targeted youth.  
Finally, what can be learnt from the recent policy initiatives for NEET in England are explored by looking at practice 
of S-centre in Leeds as a case study in which providing study programme for youth with SEND. It could be helpful for 
us to understand insightful lessons what was necessary to support as core values and as creating mechanisms to 
re-engage learning opportunity and to sustain their participation in learning. 
 
England, Post-16 education, RPA, NEET, learning Oppotunity 
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